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1A12 「地域イノベーション 総合指標」開発・ 活用の試み 
～産学宮連携・ 地域イノベーション 関連施策効果の 定量把握に向けて ～ 

0 斎藤尚 樹 ，杉浦美紀彦， 植杉 紀子，岩本知 貴 ，丸山泰廣 
( 文科 省 ・科学技術政策研 ) , 三浦義弘 ( 三菱総研 ) 他 

「． 調査研究の背景・ 目的 

TLo 法をはじめとする 各種法制度や 国立大学法人化を 契機とする体制の 整備・ 
普及により、 ここ数年国内で 急速な進展を 見せる産学官連携、 回復の遅れる 地域 
経済の活性化及び 持続的発展の 鍵として期待される 地域クラスタ 一関連プロバラ 
ム など地域 イ / ベ一 ション促進施策について、 第 1 期・第 2 期科学技術基本計画 
期間を通じ進められた 種々の関連施策がどのような 効果・インパクトをもたらし 
つつあ るかに関し、 インプット ・インフラ ・ ア ウトプット ・波及効果のレベルを 

表す主な要素指標の 総合化により 時系列分析・ 評価を試み、 今後の関連施策の 方 
向性の検討、 主要課題の抽出・ 整理に資することを 目指す。 

2 . 分析の具体的手法 
2 一 「． 主要指標の抽出・チータ 収集 
科学技術政策研究所では、 「科学技術指標」作成の 一環として、 主要先進国の 科 

学技術総合力の 比較分析を行 う ため、 多数の科学技術指標の 持っ情報を主成分分 
析法 により集約した 「科学技術総合指標」 を開発、 作成してきた 1 八 
本調査研究では、 本手法を応用し、 各地域における 科学技術活動度 ぴ これを 通 
じた地域 イ / ベ一 ションの進展状況を 総合的・体系的に 把握分析すべく、 インプ 
ッ ト 系、 インフラ系、 アウトプット 系及び波及効果系の 各要素について   その 進 
捗 度を規定する 主要かっ相互補完的な 指標群を抽出した。 ( 図表 1 : 計 15 指標 ) 
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[ 図表 1  主要指標の抽出と 相互関連 ] 

その上で、 ここでは 「地域」 の単位を各種統計データの 収集単位であ る都道府 

県 に設定し、 各自治体毎に 、 個々の指標について 「プレ 1 期基本計画期間」 から 
「第 2 期計画期間」 に至る時系列データ ( 1990 一 2002 年 ) を収集・整理した。 
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2 一 2 . 主成分分析の 実施 
本調査研究では、 上記により収集した 各指標データを 主成分分析法により 集 
約 ・整理し、 「地域科学技術・イ ソベ一 ション総合指標」 ( 以下 「総合指標」 ) を 構 

築した。 具体的には、 以下の手順により、 都道府県毎に 各々の総合指標を 時系列 
的に算出した。 

①全期間のデータを 対象に各指標を 項目毎に偏差値化 
②上記データを 用い主成分分析を 実施、 第 1 主成分における 各指標の重みを 算出 
③その重みを 用い、 都道府県別、 年次別、 要素別に第 1 主成分の値を 計算 

上記分析から 得られた第 1 主成分は固有値からみて 全体の 5 ～ 6 割の説明 力 があ 
り 、 全指標に対し 正の重みを与えることから、 この第 1 主成分を各地域の 科学技 
術 活動・ イ / ベ一 ション進展度を 示す総合指標として 採用することとした。 

3 . 分析結果 
3 - 「， 地域の科学技術活動，イノベーション 進展状況の把握 
上記分析の結果、 主成分得点及び 伸び率の上位自治体は 以下の通りとなった。 
[ 図表 2  主成分得点による 順位 ] [ 図表 3  伸び率による 順位 ] 

  
  

  

    
結果として、 主成分得点、 伸び率のいずれも、 東京が他を大きく 引き離しての 

1 位となった。 但し、 東京の高い総得点・ 伸び率の 一 要素として、 例え ぱ 特許出 

願件数のデータ ( 出願人の住所に 基づき集計 ) については、 多くの企業の 本社が 
東京に立地するため、 実際には東京以外の 事業所で生み 出された特許も、 東京で 
の特許出願としてカウントされているといった 事情を考慮する 必要があ る。 

3 -2 . 注目自治体のプロファイルの 比較分析 
主成分得点が 近い水準にあ りながら、 伸び率に顕著な 差異の出ている 注目自治 
体について、 各要素毎の寄与度を 比較分析し、 地域科学技術・イノベーション 進 
展 に向けた成功要因・ 課題の分析・ 考察を行った。 
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(1) 大都市圏の産業集積地域 ( 大阪 "s. 神奈川 ) 
大都市圏の産業集積地域で、 総得点が東京に 次ぐ水準の両府県を 比較すると、 
大阪では波及効果系指標の 高い伸びが見られるのに 対し、 神奈川ではインフラ 系 
の厚みに比し、 インプット・アウトプット 系指標がいずれも 伸び悩んでいる ( 図表 
4 几 大阪では、 活力あ る中小企業等による 「知の活用」 プロセスが進展している 
のに対し、 神奈川では 「知の創出」 拠点の不在、 大企業の R&D 活動停滞・自治体 
財政ひっ 迫 等による知の 活用プロセスの 立ち後れが背景にあ るものと考えられる。 

[ 図表 4  大都市圏の産業集積地域 ] 

大 阪 神奈川 
C02 年主成分得点 :2 位、 ， 90 一 02 年伸び率 :2 位 ) ( 主成分得点 :3 位、 伸び率 :9 位 )   
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(2) 国際レベルの 「 知 」 の集積地域 ( 京都 v5. 茨城 ) 

世界レベルの 知の集積拠点を 擁する両府県のうち、 京都では第 1 期～ 2 期計画 
期間にかけインプット・アウトプット 系が順調に伸び、 近年波及効果系も 大きく 
上昇しているが、 茨城ではアウトプット 系の順調な伸びに 比し、 波及効果系が 伸 
び 悩んでいる ( 図表 5 几 京都では近年大学一大企業連携による 組織的「知の 活用」 
の進展が見られるが、 茨城では公的研究機関の 地域産業との 連携の希薄さ、 自治 
体 主導の取組みの 遅れ等 、 「川下」 側の成果展開の 立ち後れの表れと 捉えられる。 

[ 図表 5  国際レベルの 「 知 」 の集積地域 ] 
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3 . 主要施策実施状況とのクロス 外 
域イ / ベ一 ション関連プロバラム 
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の展開による 施策効果分析の 一環   ヒ して、 
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JST 地域関連プロバラム 実施地域及び 知的クラスター 創成事業対象地域について、 
全国平均 ( 東京除く ) の総合指標との 差異を要素毎に 分析した ( 図表 6 几 
その結果、 いずれもアウトプット・インパクト 系指標を中心に、 全国平均より 
相応の高い伸びを 示しており、 当該プロバラムがプラスの 施策効果を生み 出して 
いること、 ないし ポ テンシヤ ル の高い地域で 実施されていることを 表している。 

[ 図表 6  主要施策実施状況とのクロス 分析 ] 
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4 . 結語及び今後の 課題 
これまで各地域の 「知財力」 等地域 イ / ベ一 ションの特定側面に 着目した 「 総 

合力」分析の 試みは種々行われてきた。 本調査分析を 通じ、 自治体毎の関連活動・ 

成果の全体像を 比較的コンパクトな 指標 群で 把握・分析できる 道が 拓 けたことは、 
特に第 2 期基本計画の 下で重点展開される 地域クラスタ 一関連事業の 「施策効果 
の 捕捉・分析に 当たり、 今後有用な視点・ 手法を与えてくれるものと 期待される。 
他方、 本分析では、 現時点で面的分布・ 時系列変化を 把握できる可能な 限りの 
データを収集・ 分析したが、 面的拡がりの 観点からは都道府県という 行政区画の 
制約下での分析に 留まり、 特定の 「地域クラスター」 に着目したきめ 細かい分析 
は 困難であ る。 時系列変化の 観点からは、 インプット～アウトプットに 至るタイ 
ムラグを捨象した 「女時 約 分析」 とならざるを 得ない上、 政府の本格的プロバラ 
ム 展開が最近進んだため、 インプットの 増加が未だ顕著な 波及効果系指標の 伸び 
を生み出すに 至っておらず、 施策効果の適正な 分析には相応の 制約があ る。 
将来の応用可能性及び 課題として、 世界の主な地域クラスター 立地自治体との 
比較分析 ( 要素指標の再構成を 要す八科学技術分野 短め パフオーマンス 分析 ( 特 
許の発明者分布等より 実態に則したデータ 捕捉・分析が 必要人自治体境界を 超え 
た連携等 「広域連携」 の効果の予測・ 分析への活用等が 考えられる。 
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